
平成 19 年度の一般会計、特別会計、公営企業会計（水道事業、病院
事業）の決算がまとまり、市議会 9 月定例会で認定されました。みな
さんからお預かりした税金や、国・県からの補助金などがどのように
使われたかをお知らせします。

特別会計決算（前年度比較）

決算状況を報告
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370億 4,636 万4千円

市税
158億4,436万円
（42.8％）

地方交付税
65億647万円
（17.5％）

市債
27億9,270万円
（7.5％）

国庫支出金
27億6,626万７千円
（7.5％）

繰越金　21億178万 5千円（5.7％）
県支出金　18億395万円（4.9％）
地方消費税交付金10億6,663万1千円（2.9％）
諸収入　10億5,804万円（2.8％）

その他　
31億616万 1千円
（8.4％）

歳 入

歳　入 19 年度 18 年度 増減額 伸率
国民健康保険 12,671,765 11,717,153 954,612 8.1
老人保健 8,849,780 9,101,354 △251,574 △2.8
公共用地先行取得 0 5,297 △5,297 皆減
公共下水道 2,643,300 3,498,674 △855,374 △24.4
農業集落排水 1,247,708 1,130,416 117,292 10.4
八丁台区画整理 522,380 593,747 △71,367 △12.0
駐車場 172,758 171,734 1,204 0.6
介護保険 5,797,743 5,541,048 256,695 4.6
介護サービス 37,827 30,497 7,330 24.0

計 31,943,261 31,789,920 153,341 0.5

歳　出 19 年度 18 年度 増減額 伸率
国民健康保険 12,418,836 11,518,236 900,600 7.8
老人保健 8,760,220 8,945,600 △185,380 △2.1
公共用地先行取得 0 5,297 △5,297 皆減
公共下水道 2,580,124 3,452,059 △871,935 △25.3
農業集落排水 1,218,739 1,095,376 123,363 11.3
八丁台区画整理 509,105 575,424 △66,319 △11.5
駐車場 163,266 165,095 △1,829 △1.1
介護保険 5,525,909 5,316,430 209,479 3.9
介護サービス 32,262 26,910 5,352 19.9

計 31,208,461 31,100,427 108,034 0.3

（単位：千円・％）
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355億 7,375 万9千円

平成19年度の主な事業

消防費　16億8,562万 6千円（4.7％）
農林水産業費15億1,716万 6千円（4.3％）
その他　4億4,719万 8千円（1.3％）

民生費
99億276万 2千円

（27.8％）

総務費
50億7,113万 5千円
（14.2％）

公債費
45億1,155万7千円
（12.7％）

衛生費
43億3,193万 5千円
（12.2％）

土木費
35億5,009万 4千円
（10.0％）

教育費
45億5,628万 6千円
（12.8％）

歳 出

歳 出 19 年度 18 年度 増減額 伸率

水道 3,470,187 3,376,530 954,612 2.8

  収益 2,099,307 2,182,194 △82,887 △3.8

  資本 1,370,880 1,194,336 176,544 14.8

病院 2,621,083 2,740,917 △119,834 △4.4

  収益 2,557,164 2,654,828 △97,664 △3.7

  資本 63,919 86,089 △22,170 △25.8

合計 6,091,270 6,117,447 △26,177 △0.4

（単位：千円・％）

9 月に竣工した明野中学校の新校舎　吹き抜けや大きな窓
を採用し、明るく開放感あふれるつくりになっています。

○公共交通対策経費（デマンド交通）
○防犯灯関係経費
○地域生活支援事業
○生活介護事業
○老人クラブ活動等社会活動促進事業
○子育て支援センター運営事業
○放課後児童対策事業
○私立保育所保育運営委託事業
○乳幼児健康支援一時預かり補助事業
○生活保護者扶助事業
○予防接種事業
○生活習慣病予防対策事業
○母子保健事業
○あけの元気館管理経費
○休日夜間応急診療所運営費
○浄化槽設置補助事業
○ごみ減量化対策費
○ごみ収集処理費
○いばらきの園芸産地改革支援事業
○原油価格高騰対応省エネルギー型農業機械等
　緊急整備対策事業
○転作促進事業
○ふるさと農道整備事業
○ほ場整備事業（８地区）
○霞ヶ浦用水建設推進費
○中小企業金融対策事業
○消費者啓発関係経費
○観光振興事業
○倉持・東石田線整備事業
○つくば明野北部工業団地進入路整備事業

○一本松・茂田線整備事業
○中島・富士見町線街路整備事業
○中島・西榎生線街路整備事業
○沖田住宅建設事業
○防災行政無線整備事業
○外国語指導関係経費
○教育情報化推進事業
○明野中学校校舎整備事業

○体育振興事業

○上水道第４次拡張事業

○上水道石綿セメント管更新事業

○公共下水道建設事業

○農業集落排水建設事業（３地区）

2,744 万 9 千円
2,684 万円

7,466 万 5 千円
1 億 1,309 万 8 千円

1,090 万 7 千円
4,576 万 7 千円
5,155 万 3 千円

11 億 1,959 万円
1,260 万円

10 億 1927 万 6 千円
7,114 万 8 千円

2 億 1,217 万 8 千円
2,466 万 8 千円

1 億 8,940 万 4 千円
1,970 万 1 千円
4,346 万 6 千円
8,244 万 5 千円

1 億 2,665 万 8 千円
4,048 万円

2,667 万 7 千円
1 億 5,826 万 2 千円

3,099 万 3 千円
1 億 1,186 万 9 千円
1 億 5,503 万 3 千円

7,497 万 8 千円
133 万 7 千円

2,847 万 8 千円
7,000 万円

1 億 7,196 万 9 千円
1 億 188 万円

1 億 8,052 万 6 千円
4,454 万 1 千円
7,689 万 9 千円

2 億 1,814 万 6 千円
2,149 万 9 千円
1 億 3,782 万円

人と自然 安心して暮らせる 共生文化都市

歳 入 19 年度 18 年度 増減額 伸率

水道 2,706,645 2,518,325 188,320 7.5

  収益 1,981,050 1,983,671 △2,621 △0.1

  資本 725,595 534,654 190,941 35.7

病院 2,724,487 2,405,958 318,529 13.2

  収益 2,660,567 2,319,868 340,699 14.7

  資本 63,920 86,090 △22,170 △25.8

合計 5,431,132 4,924,283 506,849 10.3

企業会計決算（前年度比較）
8 億 6,515 万 7 千円

1,012 万 8 千円

9,555 万円

2 億 1,814 万 6 千円

5 億 5,376 万 4 千円

7 億 1,541 万円
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市財政健全化指標等を公表します
平成19年度 決算に基づく

　今年４月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
が一部施行され、地方公共団体は、国の算定基準に基づき平
成19年度決算から、財政の健全性を示す４つの指標（健全
化判断比率）と公営企業の経営状況を明らかにする指標（資
金不足比率）を公表することが義務付けられました。

連結実質赤字比率

将来負担比率

資金不足比率

該当なし

145.5％

該当なし

【早期健全化基準＝ 17.13％】

【早期健全化基準＝ 350％】

【早期健全化基準＝ 20％】

　特別会計や企業会計を含むすべての会計の赤字や黒
字を合算して、市全体としての赤字の程度を指標化し、
全会計の財政運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字
比率」です。

　筑西市では、すべての会計において実質赤字および
資金不足はいずれも生じておらず、連結実質赤字の該
当はありません。

　市の借入金や将来支払わなければならない負担金な
どの残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能
性が高いかどうかを示すのが「将来負担比率」です。

　公営企業の資金不足を、料金収入の規模と比較して
指標化し、経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」
です。

実質赤字比率 該当なし【早期健全化基準＝ 12.13％】
　福祉、教育、まちづくりなどを行う一般会計などの
赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すのが 

「実質赤字比率」です。

　筑西市の一般会計は、収支が黒字であるため、実質
赤字比率の該当はありません。

実質公債費比率 17.6％【早期健全化基準＝ 25％】

　市の借入金にかかる元金および利息の支払いにかか
る経費の合計額が標準財政規模（人口、面積などから
算定する当該団体の標準的な一般財源の規模）に対し
てどのくらいの比率になっているかをみるもので、資

金繰りの危険度を示すのが「実質公債費比率」です。
　筑西市の比率は17.6％で、早期健全化基準の25％
を下回っています。

　筑西市の比率は 145.5％で、早期健全化基準の
350％を下回っています。

　筑西市の各公営企業においては、資金不足は生じて
おらず、資金不足比率の該当はありません。

　平成19年度決算に基づき算定された筑西市の健全化判断比率及び資金不足比率は、
上記のとおり、すべての指標が基準内となりました。
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